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シリーズ    市政の「今」第 11 回

公平・公正な市民負担を確保
債権管理のさらなる適正化を推進

　
厳
し
い
財
政
状
況
の
中
で
、
健
全
な
財

政
運
営
を
行
う
た
め
に
は
、
行
政
サ
ー
ビ

ス
の
最
適
化
を
図
る
と
と
も
に
、
財
源
を

安
定
的
に
確
保
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で

す
。

　
そ
の
た
め
に
は
、
市
の
債
権
管
理
事
務

を
適
正
に
行
い
、
市
の
収
入
を
確
保
し
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
市
で
は
、
道
路
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
整
備

や
き
め
細
や
か
な
福
祉
施
策
の
展
開
、
上

水
道
の
安
定
供
給
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
行
政

サ
ー
ビ
ス
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
経
費
は
、
市
税
、
保
険
料
、

使
用
料
な
ど
で
賄
わ
れ
て
お
り
、
市
の

サ
ー
ビ
ス
は
、
市
民
の
皆
さ
ん
の
負
担
に

よ
っ
て
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。

　
し
か
し
、
支
払
う
能
力
が
あ
る
に
も
か

か
わ
ら
ず
市
税
、
保
険
料
、
使
用
料
な
ど

を
納
め
な
い
人
が
い
る
場
合
、
確
実
に
納

め
て
い
た
だ
い
て
い
る
人
と
の
間
で
大
き

な
不
公
平
が
生
じ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
こ
の
よ
う
な
不
公
平
を
無
く
し
、
公
平

で
公
正
な
負
担
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
お
願

い
し
て
い
く
た
め
に
は
、
市
の
債
権
を
適

正
に
管
理
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

市民の皆さんに納めていただく市税や国民健康保険料などの市民負担は、公平・公正なもので
なければなりません。市では、債権管理のさらなる適正化に向けた取り組みを推進し、市民負
担の公平性・公正性の確保と行政運営に資するための財源確保に努めています。
シリーズ市政の「今」。第11回は、債権管理の適正化に向けた取り組みについてお知らせします。
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取
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取
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取
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支
払
う
能
力
が
あ
る
に
も
か
か
わ
ら

ず
、
市
税
、
保
険
料
、
使
用
料
な
ど
を
納

め
な
い
人
に
対
し
て
は
、
強
制
的
な
徴
収

（
財
産
差
押
、
強
制
執
行
等
）
も
含
め
、

適
正
に
対
応
し
ま
す
。

　
失
業
や
多
重
債
務
な
ど
特
別
な
事
情
で

納
付
が
困
難
な
人
に
対
し
て
は
、
誠
意
を

持
っ
て
相
談
に
乗
り
な
が
ら
適
切
な
対
応

を
心
掛
け
、
状
況
改
善
に
向
け
て
サ
ポ
ー

ト
し
て
い
き
ま
す
。

　
市
の
債
権
に
は
、
市
税
、
保
険
料
、
使

用
料
、
貸
付
金
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な
も
の
が

あ
り
、
担
当
課
も
多
岐
に
わ
た
り
ま
す
。

　
そ
こ
で
、
全
庁
的
に
債
権
管
理
の
適
正

化
を
推
進
す
る
た
め
、
債
権
を
所
管
す
る

全
て
の
課
で
横
断
的
に
組
織
す
る
会
議
を

設
置
し
ま
し
た
。
こ
の
会
議
に
お
け
る
活

発
な
議
論
の
中
で
、
債
権
管
理
に
つ
い
て

の
課
題
を
整
理
し
、
課
題
解
決
に
向
け
た

検
討
を
行
い
、
順
次
対
策
を
実
施
し
て
き

ま
し
た
。

　
課
題
解
決
に
向
け
、
組
織
横
断
的
に
議

論
を
重
ね
た
結
果
、
債
権
管
理
事
務
の
基

本
的
な
考
え
方
を
示
す
法
整
備
や
、
事
務

処
理
手
順
の
明
確
化
が
必
要
で
あ
る
と
し

て
、
平
成
25
年
３
月
に
「
舞
鶴
市
債
権
管

理
条
例
（
※
）」
を
制
定
。
併
せ
て
債
権

管
理
マ
ニ
ュ
ア
ル
の
大
幅
な
改
訂
を
行
い

ま
し
た
。

　
市
の
債
権
に
は
、
市
税
や
国
民
健
康
保

険
料
な
ど
、
法
律
に
基
づ
き
市
民
の
皆
さ

ん
に
負
担
を
求
め
る
公
債
権
と
、
水
道
料

金
や
市
営
住
宅
使
用
料
、
貸
付
金
な
ど
、

主
に
契
約
に
よ
っ
て
発
生
す
る
私
債
権
が

あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、
強
制
的
な
徴
収
の
手
法
に
つ
い

て
も
、
市
が
自
ら
差
押
え
な
ど
の
強
制
徴

収
を
実
施
す
る
も
の
と
、
裁
判
所
の
関
与

に
よ
り
強
制
的
徴
収
を
実
施
す
る
も
の
が

あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
は
債
権
の
種
類
ご
と

に
関
係
法
令
が
異
な
り
、
事
務
処
理
手
順

も
違
う
こ
と
か
ら
、
専
門
的
な
知
識
が
必

要
に
な
り
ま
す
。

　
そ
の
よ
う
な
専
門
知
識
を
持
っ
た
組
織

が
、
債
権
の
管
理
を
全
庁
的
に
統
括
し
、

適
正
な
債
権
管
理
の
推
進
体
制
を
強
化
す

る
た
め
に
、
平
成
26
年
4
月
に
「
債
権
管

理
課
」
を
新
設
し
ま
し
た
。

　
取
り
組
み
を
推
進
す
る
中
で
、
徐
々
に

成
果
が
表
れ
、
平
成
24
年
度
末
に
は
、
市

の
未
収
債
権
額
は
、
前
年
度
比
約
5
千
万

円
減
少
し
て
い
ま
す
。

　
今
後
も
、
成
果
が
一
過
性
の
も
の
と
な

ら
な
い
よ
う
、
引
き
続
き
適
正
な
債
権
管

理
の
推
進
に
、
継
続
的
に
取
り
組
ん
で
い

く
こ
と
が
必
要
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま

す
。

　
市
で
は
、
今
後
も
債
権
管
理
の
さ
ら
な

る
適
正
化
に
向
け
た
取
り
組
み
の
推
進
に

よ
り
、
市
民
負
担
の
公
平
・
公
正
を
確
保

す
る
と
と
も
に
財
源
の
確
保
に
努
め
、
市

民
に
信
頼
さ
れ
、「
市
民
に
役
立
つ
市
役

所
づ
く
り
」
を
一
層
推
進
し
て
い
き
ま

す
。
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（※）舞鶴市債権管理条例（抜粋）▲新設された債権管理課（市役所本館２階）

▲債権を管理する全ての組織で枠を超えての議論

市の債権にはどんなものがあるの？

ここでいう市の債権には、市税や国民
健康保険料、保育料、上下水道使用料、
市営住宅使用料、くらしの資金貸付金
などがあります。

市に納める料金などを納めないとどうなるの？

場合によっては、給料や預金、不動産などを
差し押さえられることがあります。

消費者金融からの借金の返済により、市に納める
料金を納められない場合はどうすればいいの？

市の債権管理担当者に相談してください。
弁護士による無料法律相談などで、多重債務
問題の解決に協力します。

舞
鶴
市
債
権
管
理
条
例
（
抜
粋
）

（
目
的
）

第
１
条　

こ
の
条
例
は
、
市
の
債
権
の

管
理
に
関
す
る
事
務
の
処
理
に
つ
い
て

必
要
な
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、

そ
の
管
理
の
適
正
化
を
図
り
、
も
っ
て

公
平
・
公
正
な
市
民
負
担
及
び
健
全
な

行
財
政
運
営
を
確
保
す
る
こ
と
を
目
的

と
す
る
。

（
債
権
管
理
者
の
責
務
）

第
４
条　

債
権
管
理
者
は
、
法
令
又
は

条
例
若
し
く
は
こ
れ
に
基
づ
く
規
則
の

定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
督
促
、
滞
納
処

分
、
強
制
執
行
、
担
保
の
提
供
等
必
要

な
措
置
を
と
る
と
と
も
に
、
催
告
等
を

適
正
に
行
い
、
市
の
債
権
の
保
全
、
徴

収
等
に
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２　

債
権
管
理
者
は
、
前
項
の
規
定
の

適
用
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
徴
収
す
る

債
権
の
債
務
者
の
資
力
の
状
況
等
を
考

慮
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。


